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労務ネットニュース（令和６年９月発行） 

Labor-management.net News  
労働組合対応、労基署対応、使用者側の労務トラブルを弁護士岸田鑑彦が解決！ 

Ｖｏｌ.１２９ 
杜若経営法律事務所 弁護士 岸田鑑彦 

試用期間中の５日半の欠勤と解雇の有効性 

 今回ご紹介するＣ事件（東京地裁令和５年１１月１６日判決・労経速２５５５号）は、試用期間

中に逮捕勾留されたことを会社に報告せず、結果として５日半欠勤した従業員の解雇が有効と認め

られた事案です。 

欠勤日数５日半を短いとみるか長いとみるか、また逮捕勾留された事実を報告していなかったこ

と（結果として処分保留で釈放）を裁判所がどう考えているか、とても参考になる事案です。 

実際に家族や弁護士から「しばらく会社に行けない。それまでは有給休暇を取らせてほしい。出

社できない理由はちょっと言えない」という形で、会社に連絡が入ることがあります。理由は様々

考えられますが、今回のケースのように、逮捕勾留されている場合があります。 

 

１ 欠勤の理由を述べなかった 

今回のケースも令和４年７月１日に入社し、試用期間中（６か月）である１０月２９日に逮捕さ

れ、１１月１８日まで勾留されていました。そのため弁護士を通じて１０月３１日、１１月１日は

個人的な事情によって有給休暇を取得したいと連絡をしました。その後も引き続き有給休暇を取得

したいこと、有給休暇が無くなってしまったあとは振替休日を使用したいと通知をしました。 

会社は、有給休暇の取得等によって１１月１０日までは欠勤が認められるが、１１日以降につい

ては事情を説明されないままでは欠勤を認めることはできない、このままでは会社としても厳しい

判断をせざるを得ないかもしれない、事情の説明は試用期間中における両者の信頼関係を保てるか

否かを判断するためにも必要である等、通知しました。 

それでも本人は、欠勤の理由は個人的事情によるものだということで理解してほしい、来週末ま

では欠勤になる予定であると伝えるだけで、逮捕勾留されたことを報告しませんでした。 

結果として１１月１１日から１８日の午前中まで欠勤し、そのため会社は試用期間中の解約権を

行使して、解雇としました。 

 

２ 裁判所の判断 

 裁判所は「５日半の欠勤については、労働者の労働契約における最も基本的かつ重要な義務であ

る就労義務を放棄したものとしてそれ自体重大な違反であるといえる。」「５日半の欠勤に先立ち

有給休暇及び振替休日を取得しているものの、本件逮捕勾留という事の性質上、引継ぎ等がされた

とは考え難いから、これらを含めれば、被告において、原告が突然長期間不在になったことによっ
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て多大な迷惑を被りその穴を埋めるために対応を余儀なくされたことは明らかである。」「被告か

ら欠勤について事情の説明を求められても、被告に対し、個人的事情によるものとしか説明してい

ない。」「犯罪による身柄拘束といった高度にプライバシーに関わる事項であるものの、それを知

らない被告から欠勤について事情の説明を求められるのは当然である。原告は、本件解雇後、被告

に対し、欠勤の理由が本件逮捕勾留であることを伝えているものの、それであれば、欠勤する際に

伝えるべきであり、本件逮捕勾留について被告に対し一切伝えないといった当時の対応は不適切で

あったといえる。」「原告は、被告において勤務を開始したばかりで被告との間の信頼関係を徐々

に構築していく段階であったところ、被告に対し、欠勤の理由について個人的事情によるものとし

か回答しない状態であったから、被告からすれば、原告の就労意思すら不明であるし、原告につい

て仮に本採用をしても理由を明らかにしないで突然長期間の欠勤をする可能性がある無責任な人物

と考えるのは当然である。」「原告の上記対応によって、原告と被告との間の労働契約の基礎とな

るべき信頼関係は毀損されたといえる。」「不起訴処分後に起訴することは妨げられないこと、犯

罪の内容等によっては逮捕勾留の事実も社会的に半ば有罪と同視されてマスコミ報道等で取上げら

れ被告の社会的評価が毀損されることもあり得ることによれば、原告を本採用することは、被告に

おいてなおさらリスクが高かったといえる。」として、解雇有効と判断しています。 

 

 なお原告は、不起訴処分になっており逮捕勾留は不当な身柄拘束であったと主張しましたが、裁

判所は「身柄拘束を受けるだけの犯罪の嫌疑があったことは明らかであり、事後的に不起訴処分に

なったことによって直ちに本件逮捕勾留の適法性が左右されるものではない（なお、原告の不起訴

理由が嫌疑不十分であることを認めるに足りる的確な証拠はない）。また、原告は、本件逮捕勾留

について罪名及び被疑事実すら明らかにしておらず、本件逮捕勾留が明らかな冤罪であり不当な身

柄拘束であるといったことを認めるに足りる具体的な主張立証はない。」として、本件逮捕勾留に

ついて原告が無責でありこれを考慮すべきではないとの主張は採用できないと判断しています。 

 

３ 試用期間中という事情 

 今回の事案は試用期間中でこれから信頼関係を構築していくという場面であり、その期間に理由

も述べないで欠勤したことを裁判所は重く捉えているように思います。 

また、逮捕勾留についても、身柄拘束を受けるだけの犯罪の嫌疑があったことや、それによる欠

勤について仮に不起訴であったとしても、その欠勤について労働者の責任が全くないものではない

と評価している点も参考になります。 

以上 

 

 

 

お電話・メールでご相談お待ちしております。（9:00～17:00） 

杜若経営法律事務所  TEL03-6275-0691/FAX03-6275-0692 

メールでのお問い合わせはこちら 

https://www.labor-management.net/
https://www.labor-management.net/contact/
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